
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(20) 平成16年 (2004年) ２月13日に第159回国会 (常会) に提出された「破
産法改正案」によれば，国税徴収法または国税徴収の例によって徴収す
ることのできる請求権（以下,「租税等の請求権」という）の破産手続
上の取扱いについては，大きな変更が予定されている。すなわち，破産
財団に関して破産手続開始前の原因に基づいて生じた租税等の請求権は，
破産手続開始当時，まだ納期限の到来していないもの，または納期限か
ら１年を経過していないものに限って財団債権となり（148条３号)，そ
れ以外は優先的破産債権となるものとされている（２条５項・98条１項)。
また破産財団に関して破産手続開始後の原因に基づいて生じた租税等の
請求権は，破産財団の管理，換価，および配当に関する費用の請求権に
該当すると認められるものに限って財団債権となり（148条２号)，それ
以外は劣後的破産債権となるものとされている（99条１号・97条４号)。
(21) 小滝敏之・前掲書（注３）164頁参照。
【追記】本稿の執筆に際しては，石井将弁護士（ナリッジ共同法律事務所・
北九州市）に貴重な資料をご提供頂いた。ここに記して感謝申し上げる。
破産管財人の財産処分と国庫補助金による取得財産の処分制限 25
